
第２５号議案

　　　令和２年度本庄市下水道事業会計補正予算（第４号）

　（総則）

第１条　令和２年度本庄市下水道事業会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

  （収益的収入及び支出）

第２条　令和２年度本庄市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次の

　とおり補正する。

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　　　　　　　　 入

　第１款　公共下水道事業収益 １，７３３，８２６ 千円 △６，８２０ 千円 １，７２７，００６ 千円

　　第２項　営業外収益 ９３７，７９３ 千円 △６，８２０ 千円 ９３０，９７３ 千円

　第２款　農業集落排水事業収益 １９５，７７１ 千円 △１，７９１ 千円 １９３，９８０ 千円

　　第２項　営業外収益 １６５，８１２ 千円 △１，７９１ 千円 １６４，０２１ 千円

　収益的収入合計　 １，９２９，５９７ 千円 △８，６１１ 千円 １，９２０，９８６ 千円

支　　　　　　　　　　 出

　第１款　公共下水道事業費用 １，７０４，５２６ 千円 △６，８２０ 千円 １，６９７，７０６ 千円

　　第１項　営業費用 １，５８８，４１２ 千円 △７６１ 千円 １，５８７，６５１ 千円

　　第２項　営業外費用 １１５，２１４ 千円 △６，０５９ 千円 １０９，１５５ 千円

　第２款　農業集落排水事業費用 １９５，９１５ 千円 △１，７９１ 千円 １９４，１２４ 千円

　　第２項　営業外費用 １６，８４０ 千円 △７０ 千円 １６，７７０ 千円

　　第３項　特別損失 ３，２８１ 千円 △１，７２１ 千円 １，５６０ 千円
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　収益的支出合計　 １，９００，４４１ 千円 △８，６１１ 千円 １，８９１，８３０ 千円

　（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ５５，８００ 千円」を「過年度分消費

 税及び地方消費税資本的収支調整額 １２，１７８ 千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ６２，２５０

　 千円」に、「過年度分損益勘定留保資金 ５６，８４８ 千円」を「過年度分損益勘定留保資金 ６，２０３ 千円」に、

　「当年度分損益勘定留保資金 ２１１，２７３千円」を「当年度分損益勘定留保資金 １１０，５７０ 千円、繰越工事資金

　 １３２，７２０ 千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　　　　　　　　 入

　第１款 公共下水道事業資本的収入 １，５７０，４８２ 千円 ４５，８４０ 千円 １，６１６，３２２ 千円

　　第１項　企業債 ８２３，３００ 千円 ８１，２００ 千円 ９０４，５００ 千円

　　第２項　他会計負担金 ８３，６７６ 千円 ２ 千円 ８３，６７８ 千円

　　第３項　他会計補助金 １５９，６６２ 千円 △２４，７０１ 千円 １３４，９６１ 千円

　　第５項　負担金等 ６４，８４４ 千円 △１０，６６１ 千円 ５４，１８３ 千円

　第２款 農業集落排水事業資本的収入 ４４，７７８ 千円 △１４０ 千円 ４４，６３８ 千円

　　第１項　他会計補助金 ３２，４３６ 千円 △１４０ 千円 ３２，２９６ 千円

　資本的収入合計　 １，６１５，２６０ 千円 ４５，７００ 千円 １，６６０，９６０ 千円

支　　　　　　　　　　 出

　第１款　公共下水道事業資本的支出 １，８６０，９４６ 千円 ４５，８４０ 千円 １，９０６，７８６ 千円

　　第１項　建設改良費 １，３８４，７５３ 千円 ４５，８３８ 千円 １，４３０，５９１ 千円

　　第３項　企業債償還金 ４７０，１１７ 千円 ２ 千円 ４７０，１１９ 千円

　第２款　農業集落排水事業資本的支出 ８０，８１１ 千円 △１４０ 千円 ８０，６７１ 千円

　　第２項　企業債償還金 ４７，９４９ 千円 △１４０ 千円 ４７，８０９ 千円
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　資本的支出合計　 １，９４１，７５７ 千円 ４５，７００ 千円 １，９８７，４５７ 千円

　（企業債）

第４条　予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとおり補正する。

（追加） （単位：千円）

（変更） （単位：千円）

償還の方法

普通貸借

又　　は

証券発行

利　率 償還の方法

5.0％以内（ただし、利率見
直し方式で借り入れる資金に
ついて、利率の見直しを行っ
た後においては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融資条件により、銀
行その他の場合には債権者と協定するものによ
る。ただし、企業財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低
利に借り換えすることができる。

普通貸借

又　　は

証券発行

5.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率の見直
しを行った
後において
は、当該見
直し後の利
率）

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
には債権者と協
定するものによ
る。ただし、企
業財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、若しくは
繰上償還又は低
利に借り換えす
ることができ
る。

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

起債の方法 償還の方法 限度額

815,300

起債の方法

公共下水道事業

普通貸借
又　　は
証券発行

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
には債権者と協
定するものによ
る。ただし、企
業財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、若しくは
繰上償還又は低
利に借り換えす
ることができ
る。

限度額

公共下水道事業
(広域化・共同化分)

11,100

起債の目的 起債の方法

5.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率の見直
しを行った
後において
は、当該見
直し後の利
率）

745,200

利　率
起債の目的

限度額 利　　率
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

　（１）　職員給与費 １００，３１１ 千円 △７２７ 千円 ９９，５８４ 千円

　（他会計からの補助金）

第６条　予算第１０条中「 ２７０，８４８ 千円」を「 ２３４，７６１ 千円」に改める。

　　令和 ３年 ２月２５日　提　出

　 本庄市長　　吉　　田　　信　　解
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令 和 ２ 年 度 

 
本庄市下水道事業会計補正予算に関する説明書 

 
                   （第４号） 

 
 
 



 



         款          項          目 既決予定額 補正予定額 計

 1
公共下水道事業
収益

1,733,826 △ 6,820 1,727,006

 2 営業外収益 937,793 △ 6,820 930,973

 2 他会計補助金 30,478 △ 9,455 21,023

 3 他会計負担金 283,242 △ 365 282,877

 7 国庫補助金 0 3,000 3,000

 2
農業集落排水事業
収益

195,771 △ 1,791 193,980

 2 営業外収益 165,812 △ 1,791 164,021

 2 他会計補助金 48,272 △ 1,791 46,481

1,929,597 △ 8,611 1,920,986

令和２年度本庄市下水道事業会計補正予算（第４号）実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考

収益的収入合計
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         款          項          目 既決予定額 補正予定額 計

 1
公共下水道事業
費用

1,704,526 △ 6,820 1,697,706

 1 営業費用 1,588,412 △ 761 1,587,651

 5 総係費 71,091 △ 761 70,330

 2 営業外費用 115,214 △ 6,059 109,155

 1
支払利息及び
企業債取扱諸費

115,194 △ 6,059 109,135

 2
農業集落排水事業
費用

195,915 △ 1,791 194,124

 2 営業外費用 16,840 △ 70 16,770

 1
支払利息及び
企業債取扱諸費

14,320 △ 70 14,250

 3 特別損失 3,281 △ 1,721 1,560

 2 その他特別損失 3,031 △ 1,721 1,310

1,900,441 △ 8,611 1,891,830

支      出 （単位：千円）

備    考

収益的支出合計
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         款          項          目 既決予定額 補正予定額 計

 1
公共下水道事業
資本的収入

1,570,482 45,840 1,616,322

 1 企業債 823,300 81,200 904,500

 1 建設改良債 781,100 81,200 862,300

 2 他会計負担金 83,676 2 83,678

 1 他会計負担金 83,676 2 83,678

 3 他会計補助金 159,662 △ 24,701 134,961

 1
企業債元金償還
補助金

137,973 △ 21,525 116,448

 2
その他他会計
補助金

21,689 △ 3,176 18,513

 5 負担金等 64,844 △ 10,661 54,183

 2 工事負担金 32,899 △ 10,661 22,238

 2
農業集落排水事業
資本的収入

44,778 △ 140 44,638

 1 他会計補助金 32,436 △ 140 32,296

 1
企業債元金償還
補助金

23,856 △ 140 23,716

1,615,260 45,700 1,660,960

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考

資本的収入合計

-7-



         款          項          目 既決予定額 補正予定額 計

 1
公共下水道事業
資本的支出

1,860,946 45,840 1,906,786

 1 建設改良費 1,384,753 45,838 1,430,591

 1 管路建設改良費 1,342,534 45,838 1,388,372

 3 企業債償還金 470,117 2 470,119

 1
建設企業債元金
償還金

421,999 2 422,001

 2
農業集落排水事業
資本的支出

80,811 △ 140 80,671

 2 企業債償還金 47,949 △ 140 47,809

 1
建設企業債元金
償還金

47,949 △ 140 47,809

1,941,757 45,700 1,987,457

支      出 （単位：千円）

備    考

資本的支出合計
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本庄市

下水道事業 （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 2,250,000

　　減価償却費 985,094,000

　　固定資産除却費及び減損損失 3,000,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 126,000

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 1,049,000

　　長期前受金戻入額 △ 676,483,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 28,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 123,385,000

　　未収金の増減額（△は増加） 11,640,297

　　未払金の増減額（△は減少） △ 22,746,365

　　小計 427,286,932

　　利息及び配当金の受取額 28,000

　　利息の支払額 △ 123,385,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 303,929,932

令和２年度本庄市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和2年4月1日 から 令和3年3月31日 まで ）
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,579,949,961

　　無形固定資産の取得による支出 △ 38,381,000

　　基金の積立による支出 △ 7,805,000

　　国庫補助金等による収入 510,782,000

　　受益者負担金等による収入 66,288,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 250,935,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 54,228,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 852,358,961

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,098,700,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 517,928,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 580,772,000

 

　資金増加額（又は減少額） 32,342,971

　資金期首残高 581,451,738

　資金期末残高 613,794,709
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1　総括

補
正
後

損益勘定支弁職員 13 9 （ ） 323 30,227 20,408 50,958

補　正　予　算　給  与  費  明  細  書

（単位：千円）

区 分
職員数（ 人） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

11,011 61,969

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,177 10,393 30,570 7,045 37,615

62,696

50,404 30,801 81,528 18,056 99,584合　　　　計 13 15 （ ） 323

37,615

合　　　　計 13 15 （2） 1,050 50,404

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,177

30,801 82,255 18,056 100,311

補
正
前

損益勘定支弁職員 13 9 （2） 1,050

10,393 30,570 7,045

30,227 20,408 51,685 11,011

比

較

0 0 △ 727

0 0 △ 727 0 △ 727

0 0 0 0 00 （ ）

損益勘定支弁職員 0 0 (△2) △ 727 0 △ 727

資本勘定支弁職員

補 正 後 1,716 1,728 1,146

合　　　　計 0 0 (△2) △ 727

備考　１　（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

1,016 11,940 8,641

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

1,728 1,146

4,578 36

比 較 0 0 0 0

4,578 361,016 11,940 8,641補 正 前 1,716

00 0 0
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 (1)　会計年度任用職員以外の職員

補
正
後

損益勘定支弁職員 13 9 （ ） 323 30,227 20,408

（単位：千円）

区 分
職員数（ 人） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

61,969

50,404 30,801 81,528 18,056 99,584

50,958

合　　　　計 13 15 （ ） 323

11,011 61,969

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,177 10,393 30,570 7,045 37,615

37,615

合　　　　計 13 15 （ ） 323 50,404

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,177

30,801 81,528 18,056 99,584

補
正
前

損益勘定支弁職員 13 9 （ ） 323

10,393 30,570 7,045

30,227 20,408 50,958 11,011

比

較

0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 00 （ ）

損益勘定支弁職員 0 0 （ ） 0 0 0

資本勘定支弁職員

補 正 後 1,716 1,728 1,146

合　　　　計 0 0 （ ） 0

備考　１　この表は、会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

1,016 11,940 8,641

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

1,728 1,146

4,578 36

比 較 0 0 0 0

4,578 361,016 11,940 8,641補 正 前 1,716

00 0 0
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 (2)　会計年度任用職員

補
正
後

損益勘定支弁職員 （ ）

（単位：千円）

区 分
職員数（ 人） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

727

合　　　　計 （ ）

資本勘定支弁職員 （ ）

合　　　　計 （2） 727

資本勘定支弁職員 （ ）

727 727

補
正
前

損益勘定支弁職員 （2） 727 727

比

較

△ 727

△ 727 △ 727

（ ）

損益勘定支弁職員 (△2) △ 727 △ 727

資本勘定支弁職員

補 正 後

合　　　　計 (△2) △ 727

備考　１　この表は、会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

比 較

補 正 前
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2  給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

備      考

△ 727 そ　の　他　の △ 727 報酬 △ 727 任用に伴うもの

増　　減　　分

 

区     分 増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳 説     明

報  　 酬
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（単位：円）

資     産     の     部

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 116,405,653

     ロ 建物 448,657,777

      　建物減価償却累計額 △ 15,849,150 432,808,627

     ハ 構築物 27,980,914,263

      　構築物減価償却累計額 △ 3,914,528,205 24,066,386,418

     ニ 機械及び装置 310,270,501

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 44,212,197 266,058,304

     ホ 車両運搬具 635,999

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 171,000 464,999

     ヘ 工具、器具及び備品 1,525,190

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 528,380 996,810

     ト 建設仮勘定 234,999,197

     有形固定資産合計 25,118,120,008

 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,944,857,398

     ロ その他無形固定資産 2,736,000

     　 無形固定資産合計 2,947,593,398

令和２年度本庄市下水道事業予定貸借対照表

（ 令和3年3月31日 )
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 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 34,427,241

     　 投資その他資産合計 35,766,241

     　 固定資産合計 28,101,479,647

2 流動資産

 (1) 現金預金 613,794,709

 (2) 未収金 115,126,000

     貸倒引当金 △ 1,876,622 113,249,378

    　　流動資産合計 727,044,087

    　　資産合計 28,828,523,734

負     債     の     部

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 8,825,428,285

     　 企業債合計 8,825,428,285

     　 固定負債合計 8,825,428,285
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4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 494,982,138

     　 企業債合計 494,982,138

 (2) 未払金 398,755,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 8,257,000

     　 引当金合計 8,257,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

     　 その他流動負債合計 440,000

     　 流動負債合計 902,434,138

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 22,012,391,319

     長期前受金収益化累計額 △ 3,803,777,683 18,208,613,636

     　 繰延収益合計 18,208,613,636

     　 負債合計 27,936,476,059
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資     本     の     部

6 資本金 628,498,349

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 国庫補助金 44,692,044

     ロ 県補助金 11,796,284

     ハ 受益者負担金等 3,252,601

     ニ 工事負担金 2,810,215

     ホ その他他会計補助金 13,125,149

     　 資本剰余金合計 75,676,293

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 148,798,859

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 9,074,174

     　 利益剰余金合計 187,873,033

    　　剰余金合計 263,549,326

     　 資本合計 892,047,675

     　 負債資本合計 28,828,523,734
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令和２年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具          ４～６年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金等の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和２年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金６，７８１千円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金４２０千円を取り崩す。 

 
（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は５，６２７，５８６千円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和２年４月１日から令和３年３月３１日）                単位：千円 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 
営業収益 
営業費用 

727,458 

1,530,219 

27,251 

168,615 

754,709 

1,698,834 

営業損益 
経常損益 

△802,761 

2,316 

△141,364 

2,841 

△944,125 

5,157 

セグメント資産 25,869,559 2,958,965 28,828,524 

セグメント負債 
・企業債 
・繰延収益 
・その他 

25,146,448 

8,295,111 

16,471,813 

379,524 

2,790,028 

1,025,299 

1,736,801 

27,928 

27,936,476 

9,320,410 

18,208,614 

407,452 

その他の項目 
・他会計繰入金 
・減価償却費 
・有形固定資産及び無形 
固定資産の増減額 

 

563,876 

898,037 

666,250 

 

137,867 

87,057 

△66,367 

 

701,743 

985,094 

599,883 
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収      入 (単位：千円)

節 既決予定額 補正予定額 計 説   明

 1
公共下水道事業
収益

1,733,826 △ 6,820 1,727,006

 2 営業外収益 937,793 △ 6,820 930,973

 2 他会計補助金 30,478 △ 9,455 21,023

他会計補助金 30,478 △ 9,455 21,023 一般会計補助金

 3 他会計負担金 283,242 △ 365 282,877

他会計負担金 283,242 △ 365 282,877 一般会計負担金

7 国庫補助金 0 3,000 3,000

国庫補助金 0 3,000 3,000 　

 2
農業集落排水事業
収益

195,771 △ 1,791 193,980

 2 営業外収益 165,812 △ 1,791 164,021

 2 他会計補助金 48,272 △ 1,791 46,481

他会計補助金 48,272 △ 1,791 46,481 一般会計補助金

1,929,597 △ 8,611 1,920,986

令和２年度本庄市下水道事業会計補正予算（第４号）予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収益的収入合計

款 項 目
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支      出 (単位：千円)

節 既決予定額 補正予定額 計 説   明

 1
公共下水道事業
費用

1,704,526 △ 6,820 1,697,706

 1 営業費用 1,588,412 △ 761 1,587,651

 5 総係費 71,091 △ 761 70,330

旅費 206 △ 34 172 　

報酬 1,050 △ 727 323 　

 2 営業外費用 115,214 △ 6,059 109,155

 1
支払利息及び
企業債取扱諸費

115,194 △ 6,059 109,135

企業債利息 115,194 △ 6,059 109,135 　

 2
農業集落排水事業
費用

195,915 △ 1,791 194,124

 2 営業外費用 16,840 △ 70 16,770

 1
支払利息及び
企業債取扱諸費

14,320 △ 70 14,250

企業債利息 14,320 △ 70 14,250 　

 3 特別損失 3,281 △ 1,721 1,560

 2 その他特別損失 3,031 △ 1,721 1,310

その他特別損失 2,000 △ 1,721 279 前年度分消費税及び地方消費税

1,900,441 △ 8,611 1,891,830

款 項 目

収益的支出合計
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収      入 (単位：千円)

節 既決予定額 補正予定額 計 説   明

 1
公共下水道事業
資本的収入

1,570,482 45,840 1,616,322

 1 企業債 823,300 81,200 904,500

 1 建設改良債 781,100 81,200 862,300

建設改良債 781,100 81,200 862,300 　

 2 他会計負担金 83,676 2 83,678

 1 他会計負担金 83,676 2 83,678

他会計負担金 83,676 2 83,678 一般会計負担金

 3 他会計補助金 159,662 △ 24,701 134,961

 1
企業債元金償還
補助金

137,973 △ 21,525 116,448

企業債元金償還
補助金

137,973 △ 21,525 116,448 一般会計補助金

 2
その他他会計
補助金

21,689 △ 3,176 18,513

その他他会計
補助金

21,689 △ 3,176 18,513 一般会計補助金

 5 負担金等 64,844 △ 10,661 54,183

 2 工事負担金 32,899 △ 10,661 22,238

その他工事負担金 32,899 △ 10,661 22,238 　

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目
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節 既決予定額 補正予定額 計 説   明

 2
農業集落排水事業
資本的収入

44,778 △ 140 44,638

 1 他会計補助金 32,436 △ 140 32,296

 1
企業債元金償還
補助金

23,856 △ 140 23,716

企業債元金償還
補助金

23,856 △ 140 23,716 一般会計補助金

1,615,260 45,700 1,660,960

支      出 (単位：千円)

節 既決予定額 補正予定額 計 説   明

 1
公共下水道事業
資本的支出

1,860,946 45,840 1,906,786

 1 建設改良費 1,384,753 45,838 1,430,591

 1 管路建設改良費 1,342,534 45,838 1,388,372

工事請負費 1,118,559 45,838 1,164,397 　

 3 企業債償還金 470,117 2 470,119

 1
建設企業債元金
償還金

421,999 2 422,001

建設企業債元金
償還金

421,999 2 422,001 　

 2
農業集落排水事業
資本的支出

80,811 △ 140 80,671

 2 企業債償還金 47,949 △ 140 47,809

 1
建設企業債元金
償還金

47,949 △ 140 47,809

建設企業債元金
償還金

47,949 △ 140 47,809 　

1,941,757 45,700 1,987,457

款 項 目

資本的支出合計

資本的収入合計

款 項 目
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